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■消費税

消費税の世界は単に取引の世界で、「売上」「売上原価」「販管費」などという区分、表示は意味がありません。

・ 売上に係る消費税とは課税取引から得た消費税（仮受消費税等）

・ 仕入等に係る消費税とは課税取引で支払った消費税（仮払消費税等）という意味です。

・ 売上に係る消費税　－　仕入等に係る消費税　＝　納付（還付）税額　【本則課税】

１．課税取引の基本

①事業者が事業として

法人は全て、個人は事業者か否かを区分する。
事業とは一定の目的をもって同種の行為を反復、継続かつ独立して遂行すること。

②国内において

消費税は日本の税金なので国内取引に課税、国内か国外の区分は原則次の通り

資産の譲渡・貸付　　　⇒　　　そのときの資産の所在地
役務の提供　　　⇒　　　提供が行われた場所

輸出は国内取引で課税ですが、政策的に税率をゼロとする。これを免税という。
輸入は国外取引で不課税ですが、政策的に課税し税関と輸入者とでの国内取引となる。

9 企業活動と税金②
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③対価を得て行う

無償取引は原則除外
（贈与、寄付、無償提供は原則課税対象外）

④資産の譲渡・貸付・役務の提供

損益（所得）ではなく、上記の取引に対して課税される。

消費税の枠外としての不課税取引

海外活動費（非国内）・給料・退職金・賞与・慶弔交際費・租税公課　（非事業者か非対価性）

損害賠償金・寄付金・受取配当金・受取保険金・出資金等 （非対価性）

消費税の非課税取引

・土地の譲渡、貸付等（１ヵ月未満を除く） ・社会保険医療等
・有価証券、支払手段（手形等）の譲渡等 ・介護サービス、第一種及び第二種社会福祉事業等
・利子、保証料、保険料等 ・助産費用
・郵便切手、印紙の譲渡 ・埋葬料、火葬料
・商品券、プリペイドカード等の譲渡 ・一定の身体障害者用物品の譲渡、貸付等
・住民票、戸籍謄本等の行政手数料等 ・一定の学校の授業料、入学金、施設設備等
・国際郵便為替、外国為替 ・教科用図書の譲渡

・住宅の貸付

社会政策的な配慮に基づくもの消費税の性格から課税対象とすること
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２．インボイス制度への対応

①適格請求書（インボイス）とは

適格請求書とは、「売手が、買手に対し正確な適用税率や消費税等を伝えるための手段」であり、一定の
事項が記載された請求書や納品書その他これらに類する書類をいいます。
請求書や納品書、領収書、レシート等、その書類の名称は問いません。
課税事業者が仕入税額控除を行う際に、この適格請求書の保存が求められます。

②提出期限と申請方法

イ）提出期限

インボイス制度の登録申請は、２０２１年１０月１日より受付がすでに始まっています。
２０２３年１０月１日の制度導入のタイミングに合わせて適格請求書発行事業者になるには、
２０２３年３月３１日が提出期限となっていますので注意しましょう。
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イ）申請方法

■ 適格請求書発行事業者の登録申請用紙 ＜別紙１＞ に下記項目を記入

・住所（法人の場合は本店地または主たる事務所の所在地を記載します）
・納税地の住所
・氏名又は名称
・代表者氏名（法人の場合のみ）
・法人番号
・事業者区分（課税事業者又は免税事業者）
・登録要件の確認（課税事業者であるかどうか、消費税法の違反歴がないかどうか）

【免税事業者である場合の、追加記入項目】
・個人番号（個人事業者の場合）
・設立年月日（個人事業者の場合は生年月日）
・事業内容
・設立年月日と資本金

■ 郵送若しくはｅ－Ｔａｘで提出
登録にかかる期間の目安は、紙による申請の場合は大体1か月程度、
e-Taxによる申請の場合は2週間程度となっているようです。

■ 審査が通れば、登録番号が記載された登録通知書が送付されます。登録通知書が届いたら
内容に相違が無いか確認しましょう。
登録通知 ＜別紙２＞ とあわせて、適格請求書発行事業者の情報は、国税庁ホームページ
「適格請求書発行事業者公表サイト」で公表されます。
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③自社が免税事業者の場合の注意点

インボイスが無い課税仕入については仕入税額控除が出来ません
また、インボイスを発行できるのは、課税事業者である適格請求書発行事業者に限られます。

⇒ 結果として課税事業者である得意先は免税事業者からの仕入を避けようとする、又は消費税額分の
値引要請を行うことが想定されます。

④免税事業者等からの仕入の取扱い

免税事業者等からの仕入に関しては原則仕入税額控除の適用が認められなくなります。
ただし、経過措置として令和１１年９月末まで一定の割合で求められた金額を控除額とすることが
認められています。

（仕入先が適格請求書発行事業者にならず、消費税負担が増える可能性が高いケース）
・個人への外注費（一人親方　等）
・個人または小規模事業者から賃借している地代家賃　　　等

⇒ 適格請求書発行事業者からの仕入への切り替えの検討、仕入先への適格請求書発行事業者登録
の依頼

令和５年１０月1日～令和　８年９月３０日
令和８年１０月１日～令和１１年９月３０日

令和１１年１０月１日以降

仕入税額相当×８０％
仕入税額相当×５０％

仕入税額控除不可

期間 控除対象額
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〇免税事業者のまま（インボイス登録をしない）でも問題のないケース

・  顧客が一般消費者だけ（理容美容室・ゲームセンター・学習塾　等）

・  非課税取引（居住用の賃貸等）の売上しか発生しない

・  独自技術をもっており税額の問題で得意先から縁を切られる恐れがない

・  自己が経営する会社に店舗のみを賃貸している個人事業主

⇒ 上記以外の場合は、現在免税事業者であっても適格請求書発行事業者への登録が必要となって
きます

免税事業者から課税事業者になる場合、原則は「本則課税」になりますが、課税売上高5,000万円以下
の場合は、「簡易課税」制度を選択することも可能です。

▶簡易課税制度とは
基準期間（前々年または前々事業年度）の課税売上高が5,000万円以下の場合、事業者が事前に
届出書を提出することで、本則課税に代えて簡易課税により消費税の申告計算ができる制度
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簡易課税は、「課税売上高に対する消費税額」に「みなし仕入率」を掛けて計算した金額を、「課税仕入に
対する消費税額」とみなして計算します。
なお、簡易課税を選択した場合は2年間継続する必要があります。

例） 卸売業の場合

課税売上高 ３３,０００千円

３３,０００千円÷１.１×０.１＝３,０００千円・・・① （仮受消費税）

①×０．９（卸売業）＝２,７００千円・・・② （仮払消費税）

①　－　②　＝　３００千円 （支払消費税）

40%

　その他の事業

　サービス業等、金融・保険業等

第１種事業 90%

80%

70%

60%

50%

事業の種類 具体例 みなし仕入率

第６種事業

　卸売業

　小売業、農業･林業･漁業（飲食料の譲渡に係る事業）

　製造業、農業・林業･漁業（飲食料の譲渡に係る事業を除く）

第２種事業

第３種事業

第４種事業

第５種事業

　不動産業
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例） 工場の貸付業の場合

【現状】
（課税売上高）　 ７７０千円 × １２ ＝ ９,２４０千円
（仮受消費税） ９,２４０千円 ÷ １.１ × ０.１ ＝ ８４０千円
（支払消費税） 課税売上高１,０００万円以下のため消費税の支払なし（８４０千円の益税）

【インボイス後】 本則課税
（課税売上高）　 ７７０千円 × １２ ＝ ９,２４０千円
（仮受消費税） ９,２４０千円 ÷ １.１ × ０.１ ＝ ８４０千円
（仮払消費税） １,１００千円 ÷ １.１ × ０.１ ＝ １００千円
（支払消費税） ８４０千円 － １００千円 ＝ ７４０千円

【インボイス後】 簡易課税

（課税売上高）　 ７７０千円 × １２ ＝ ９,２４０千円
（仮受消費税） ９,２４０千円 ÷ １.１ × ０.１ ＝ ８４０千円
（仮払消費税） ８４０千円 × ０.４（不動産業 ）＝ ３３６千円
（支払消費税） ８４０千円 － ３３６千円 ＝ ５０４千円

原則課税の場合と簡易課税を比較
した場合２３６千円の消費税納税差
額が出るため簡易課税制度を適用
した方が良い。

貸付側

非課税

課税

不課税

年間経費

家賃売上 ７７０千円 （年間 ９,２４０千円）

１,５００千円 （固定資産税等）

１,１００千円 （消耗品等）

４,２００千円 （人件費等）
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【現状】

（支払家賃） ７７０千円 × １２ ＝ ９,２４０千円
（仮払消費税） ９,２４０÷１.１×０.１＝８４０千円（①）

⇒ ①の金額を仕入税額控除として処理

【インボイス後】　適格事業者の場合

以前までと変わらない処理

【インボイス後】　適格事業者でない場合

（支払家賃） ７７０千円 × １２ ＝ ９,２４０千円
（仮払消費税） ０千円（消費税の仕入税額控除が出来ない為、全額経費扱い）

⇒ 適格事業者の場合に比べ、支払消費税(納付額)が８４０千円増加

借り側
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